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会費の推移（一般社団法人移行年度から）会員数の推移（一般社団法人移行年度から）

年度
会員数（正会員＋準会員）

年度
会費（正会員＋準会員）［単位:千円］

正会員 準会員

　会費収入は、一般社団法人移行年度の2013年度は約35百万円、2025年度は約26百万円と12

年間で約9百万円ほどの減収となっています。

　1年度毎に、会員数が約13事業所、会費が約74万円、減少が継続しています。

※下記表、2ページのグラフをご参照下さい。

当協会の財務状況について（2025年度決算まで）

　会員数の減少にともない、皆様からご納付いただく会費収入も減少し続けています。

作成日 2026年6月19日(金)

2013年度 34,961千円 33,941千円 1,020千円

2014年度 547 499 48 -17

増減 正会員 準会員 増減

2013年度 564 512 52

2015年度 33,297千円 32,197千円 1,100千円 -749千円

2016年度 526 475 51 -12

2014年度 34,046千円 33,066千円 980千円 -915千円

2015年度 538 485 53 -9

2017年度 31,477千円 30,437千円 1,040千円 -994千円

2018年度 489 437 52 -16

2016年度 32,471千円 31,451千円 1,020千円 -827千円

2017年度 505 454 51 -21

2019年度 29,929千円 28,889千円 1,040千円 -412千円

2020年度 479 429 50 -3

2018年度 30,341千円 29,341千円 1,000千円 -1,136千円

2019年度 482 430 52 -7

2021年度 28,943千円 27,903千円 1,040千円 -484千円

2022年度 448 398 50 -14

2020年度 29,427千円 28,427千円 1,000千円 -501千円

2021年度 462 410 52 -17

2023年度 27,656千円 26,636千円 1,020千円 -683千円

2024年度 427 375 52 -16

2022年度 28,338千円 27,318千円 1,020千円 -605千円

2023年度 443 392 51 -5

　また、高圧ガス関係の試験・講習等収益に関しても、講習のオンデマンド化により激減し

ている状況です。

　オンデマンド移行前は、毎年、平均5百万の収益が得られていましたが、2025年度は約1百

万円となり、単年度収益が約4百万円減収となっています。

　一般社団法人へ移行した2013年度と2025年度の会費と講習等の単年度収益を比較すると減

2025年度 26,135千円 25,095千円 1,040千円 -724千円

2025年度―2013年度 -153 2025年度―2013年度 -8,827千円

2024年度 26,859千円 25,819千円 1,040千円 -797千円

2025年度 411 362 49 -16
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収分は、1千2百万円以上となっています。

　加えて会員数等の減少に伴い、上記以外の事業収益も減収、また物価上昇等により費用も

増加しています。

　特段、2020年度から収支が悪化し、現金預金資産が減少に転じ、資金ショートリスクが高

い状況が続いています。※3ページの表とグラフをご参照ください。

　このような財務状況を改善するために、収益向上と費用削減のための合理化等に取り組ん
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現金預金 増減額

2013年度 65,513千円 66,988千円 -1,475千円 2013年度 3,957千円 -7,211千円

収益と費用及び単年度増減額（一般社団法人移行年度から） 現預金資産の推移（一般社団法人移行年度から）

年度 収益 費用 単年度増減額 年度

5,475千円

2017年度 63,421千円 63,220千円 201千円 2017年度 15,739千円 -1,973千円

2016年度 58,175千円 57,390千円 785千円 2016年度 17,712千円

8,907千円

2015年度 61,087千円 61,942千円 -856千円 2015年度 12,237千円 -627千円

2014年度 64,391千円 64,063千円 328千円 2014年度 12,864千円

-1,675千円

2021年度 52,048千円 52,437千円 -389千円 2021年度 17,356千円 -1,436千円

2020年度 52,153千円 53,020千円 -867千円 2020年度 18,792千円

2,492千円

2019年度 57,755千円 53,409千円 4,347千円 2019年度 20,467千円 2,235千円

2018年度 59,048千円 56,412千円 2,636千円 2018年度 18,231千円

998千円

2024年度 47,777千円 54,305千円 -6,528千円 2024年度 7,292千円 -10,072千円

2023年度 53,909千円 52,415千円 1,494千円 2023年度 17,364千円

17,767千円

2022年度 54,653千円 54,241千円 412千円 2022年度 16,366千円 -990千円
の減少

-4,591千円2025年度 48,917千円 52,122千円 -3,205千円 2025年度 2,700千円
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お願いすることになりました。大変申し訳ございません。

　また、今般の会費の値上げは、現時点の必要最低限の値上げとなっていますので、最適化

には至っていませんが、今後も財務健全化に向けた改善に取り組んでまいりますので、ご理

解・ご協力を宜しくお願い致します。

でいるものの、全体として収支を改善するには多く及んでいません。

　会員の皆様におかれましては、悪質違法勧誘を行うブローカー等による弊害や地域の過疎

化等によるお客様の減少が続く中ではありますが、会費規定の改定をし、年会費の値上げを
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